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本研究では，標準的な住宅立地モデルとボトルネックモデルを統合し，都心部と郊外部の間にボトルネックが
存在する単一中心都市において異質な通勤者が出発時刻と居住位置を選択するモデルを構築する．そして，そ
の均衡状態や動的な混雑料金の導入効果に関する次の性質を明らかにする: (1)旅行時間価値が高い通勤者ほど，
CBDに近い位置に居住する; (2)混雑料金の導入は，料金収入の再配分の有無に関わらず，郊外部の人口増加と
都市のスプロールをもたらす; (3)料金収入を再配分しない場合，混雑料金の導入により，時間価値の高い通勤
者は利益を得る一方，時間価値の低い通勤者は不利益を被る．
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1. はじめに

標準的な住宅立地理論3), 23), 25)では，地代と通勤費用

のトレードオフ関係をもとに，都市空間構造の分析を

行っている．そして，長年にわたり蓄積された研究にお

いて，(現実に観測された) 異質な家計の居住位置分布
の規則性や，混雑料金などの政策の効果を説明するこ

とに成功している．しかし，殆ど全ての枠組みが，静的

な交通混雑モデルにより通勤費用を表現している．す

なわち，これらのモデルでは，通勤者による日々の出

発時刻選択行動を捨象している．これは，通勤ピーク

時の交通渋滞現象を表現できない，動的な混雑料金や

交通需要マネジメント (e.g.,フレックスタイム,時差出
勤制度)などの政策の効果を検証できないことを意味し
ている．

通勤者の出発時刻選択行動を表現できる代表的なモ

デルの一つが，ボトルネックモデル30), 15), 7), 9) である．

このモデルは，非常にシンプルな枠組みにより多様な

政策の影響を分析できるという特徴を有する．それゆ

え，現在まで，その枠組みを応用・拡張した研究が膨

大に蓄積されてきた．しかしながら，ボトルネックモ

デルと住宅立地モデルの統合は，これまで殆ど進んで

いない．

実際，これまでに通勤者の出発時刻選択と居住地選択

の両者を考慮したのは，Arnott 5) と Gubins and Ver-
hoef 14) のみである．Arnott 5) は，都心と郊外の 2 地
点がボトルネックを有する道路により結ばれている (離

散空間)単一中心都市において，通勤者が出発時刻と居
住地を選択するモデルを構築している．そして，動的

な混雑料金は，料金収入を再配分しない限り，都市空

間構造に何ら影響を与えないことを明らかにしている．

Gubins and Verhoef 14)は，CBD入口直前にボトルネッ
クが存在する，(連続空間) 単一中心都市モデルを構築
している．このモデルは，標準的なボトルネックモデ

ルでは考慮されていない，通勤者が自宅で過ごす時間

に応じた効用を導入すると共に 1，その限界効用が住宅

面積に依存すると仮定している．そして，最適な混雑

料金の導入は，通勤者の自宅滞在時間を長くさせると

共に住宅面積を広くさせることから，都市をスプロー

ルさせることを示している 2．これらの結果は，興味深

いことに，静的な交通混雑を考慮した住宅立地モデル

(e.g., Kanemoto 17), Wheaton 33), Anas et al. 4))で得ら
れている結果 (混雑料金の導入は都市空間構造をコンパ
クトにする)とは真逆のものとなっている．しかし，異
質な通勤者を考慮したボトルネックモデルでの最適混

雑料金の効果は，均質な通勤者を考慮した場合とは大

きく異なることが知られている (e.g., Arnott et al.8), 10),
van den Berg and Verhoef 11)) にもかかわらず，これ
らの研究は，共に，通勤者が均質であると仮定してい

る 3．それゆえ，異質な通勤者間の相互作用の結果とし

1自宅滞在時間に応じた効用は，Vickrey 31), Tseng and Verhoef 29),
Fosgerau and Lindsey 12), Gubins and Verhoef 14), Fosgerau
and Small 13) でも導入されている．

2 この結果は，自宅滞在時間に応じた効用の特性が，混雑料金導
入による都市空間構造の変化の原因となることを示している．

3 高山・赤松 34) は，Kuwahara 18) と同様の，ボトルネックが 2
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て実現する居住位置分布特性や混雑料金の導入効果は，

これまで全く明らかにされていない．

そこで，本研究では，Arnott 5)を拡張し，CBDから
距離 d > 0にボトルネックが存在する (連続空間)単一
中心都市と，通勤者の異質性を考慮したモデルを構築

する 4．そして，その均衡状態の特性を系統的に明らか

にする．その結果，次に示すような通勤者の時間価値に

応じた，時間・空間的な sortingが起こることが示され
る: 旅行時間に換算したスケジュールコスト (i.e.,単位
時間当たりのスケジュールコスト / 単位時間当たりの

旅行時間費用)が高い通勤者ほど，始業時刻に近い時刻
に出勤する; 旅行時間価値の低い通勤者ほど，CBD か
ら遠い位置に居住する 5．さらに，ボトルネック容量の

拡大は，CBDへの通勤時にボトルネックを通過する必
要が生じる郊外部 (i.e., CBDからの距離が dより離れ
た位置)の人口増加をもたらすことから，総渋滞待ち時
間を増大させてしまうことがあることも示される．

本研究では，さらに，動的な混雑料金が都市空間構

造に与える影響も調べる．そして，複数種類の通勤者が

郊外部に居住する場合，混雑料金の導入は，料金収入を

還元しなくても，各通勤者の通勤費用を変化させるこ

とから，都市空間構造の変化をもたらすことが示され

る．また，異質な通勤者を考慮したボトルネックモデル

(e.g., Arnott et al.8), 10), van den Berg and Verhoef 11))
で採用されている現実的な設定のもとでは，混雑料金

の導入が郊外部の人口増加と都市のスプロール化をも

たらすことが明らかにされる．これは，静的な交通混

雑を考慮した住宅立地モデルだけでなく，均質な通勤

者を考慮した Arnott 5) とも全く異なる結果である．し

たがって，この結果は，異質な通勤者間の相互作用が

混雑料金導入による都市のスプロール化を生じさせる

原因であることを示している．さらに，料金収入の再

配分が行われない場合，混雑料金の導入は，以下に示

す不公平な結果をもたらすことも明らかにされる: 時間
価値の高い富裕層が利益を得る一方で，時間価値の低

い貧困層が不利益を被る．

本論文の構成は以下のとおりである．まず 2.節では，
通勤者の出発時刻選択と居住地選択の両方を考慮した

モデルを構築する．そして，3.節において，その均衡
状態の特性を明らかにする．4.節では，動的な混雑料
金の導入効果を示す．以上で得られたモデル特性と混

雑料金の導入効果をより具体的に示すために，5.節に
おいて，単純な設定の下でモデルを分析する．最後に，

か所存在する空間における通勤者の出発時刻・住宅立地選択行
動をモデル化している．しかし，このモデルでも，通勤者は均
質であると仮定されている．

4 本研究では，Gubins and Verhoef 14) で考慮されている，“自宅
滞在時間に応じた効用” は導入しない．

5 この都市空間構造は，交通渋滞が激しい都市における観測結果
see, e.g., 22) と整合している．

6.節において，本研究のまとめを述べる．

2. モデル

(1) 基本設定

直線の道路に沿って同質な土地が単位距離当たり 1
単位存在する単一中心都市を考える (図–1 )．この道路
には，CBDから距離 dの位置に容量 µのボトルネック

が存在する．このボトルネックのサービスは，first-in-
first-out (FIFO)原則を満足し，待ち行列は Vickrey 30),
Arnott et al. 9) と同様の point queue モデルにより表
現できると仮定する．また，この道路の単位距離当た

りの移動時間は一定値 τ (i.e.,自由走行速度が 1/τ)であ
ると仮定する．

この都市には I種類の異質な通勤者が存在し，各種類
の通勤者数はNi，賃金は yiである．以降では，便宜上，

種類 i ∈ I ≡ {1, · · · , I} の通勤者を “通勤者 i” と呼ぶ．
全ての通勤者は，自宅から CBDに自動車で通勤する．
それゆえ，通勤者の自宅と CBDとの距離を x とする
と，自宅の位置が x > dの通勤者はボトルネックを通過
しなければならない一方，x ∈ [0, d]の位置に自宅があ
る通勤者であればボトルネックを通過する必要がない．

そこで，本稿では，Arnott 5) と同様，ボトルネックを

通過しなければならない場所 Xs = {x ∈ R+ | x > d}を
“郊外”，それ以外の場所 Xd = {x ∈ R+ | x ∈ [0, d]}を “
都心”と呼び，郊外と都心の通勤者 i人口を，各々，Ns

i ,
Nd

i (= Ni −Ns
i )と表す．なお，dが十分大きい場合，全

ての通勤者が都心に居住することができる．しかし，こ

のような状況は本研究の分析対象とは異なることから，

本稿では，dが小さく，
∑

i∈INs
i > 0が成立する (i.e.,郊

外部に通勤者が居住する)と仮定する．

全ての通勤者の勤務開始時刻は同一時刻 t∗ であると
仮定する．このとき，CBDから距離 xの位置に自宅か
ら出発し，時刻 tに CBDに到着する通勤者 iの通勤費
用 ci(x, t)は，移動時間費用mi(x, t)とスケジュールコス
ト si(t − t∗)の和で与えられる:

ci(x, t) = mi(x, t) + si(t − t∗), (1a)

mi(x, t) =

αiτx if x ∈ Xd,

αi
{
q(t) + τx

}
if x ∈ Xs,

(1b)

si(t − t∗) =

βi(t∗ − t) if t ≤ t∗,

γi(t − t∗) if t ≥ t∗.
(1c)

ここで，αi > 0は通勤者 iの移動時間 1単位当たりの費
用，βi > 0, γi > 0は，各々，時間 1単位の早着・遅刻
によるスケジュールコスト，q(t)はボトルネックでの渋
滞待ち時間を表す．

自宅の位置が xであり，CBD到着時刻が tの通勤者
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図–1 urban spatial structure

iの効用は，合成財の消費量 zi(x, t),住宅面積 ai(x)の準
線形関数 u(zi(x, t), ai(x))により与えられると仮定する:6

u(zi(x, t), ai(x)) = zi(x, t) + κ ln[ai(x)]. (2)

合成財をニューメレールとすると，予算制約は以下で

与えられる:

yi = zi(x, t) +
{
r(x) + rA

}
ai(x) + ci(x, t). (3)

ここで，r(x) + rA は位置 x の地代，rA は農業地代で

ある．

財消費に関する効用最大化問題

max
zi(x,t),ai(x)

u(zi(x, t), ai(x)) s.t. (3) (4)

の一階条件から，次の関係が得られる:

ai(x)
{
r(x) + rA

}
= κ. (5)

この関係から明らかなように，本モデルでは，通勤者

の住宅面積 ai(x)は，通勤者の種類 iに依存しない．以
上より，自宅の位置が xであり，CBD到着時刻が tの
通勤者 iの間接効用関数 vi(x, t)は，以下で与えられる:

vi(x, t) = yi − ci(x, t) − κ ln[r(x) + rA] + ϵ, (6)

ここで，ϵ = κ ln[κ] − κである．
以上の設定の下で，通勤者は効用を最大化する居住

位置 x, CBD到着時刻 tを選択する 7．そこで，次に，

これらの居住位置・出発時刻選択の均衡状態を定義す

る条件を示す．

(2) 均衡条件

本モデルでは，Peer and Verhoef 26), Gubins and Ver-
hoef 14)などと同様，短期と長期の 2段階の均衡を考え
る．短期的には，通勤者は，自宅の位置 xを与件とし
て，通勤費用 ci(x, t) を最小化する CBD到着時刻 tを
選択する．その結果，位置 x に居住する通勤者 i の均
衡通勤費用が，通勤者の居住位置分布 (i.e.,都市空間構
造)の関数で与えられる．長期的には，均衡通勤費用を
与件として，通勤者は自宅位置 xを選択する．その結
果，均衡状態における任意の地点 xにおける都市空間
構造が決まる．本節では，これらの短期・長期均衡状

態が満たす均衡条件を定式化する．

6 Arnott 5) が示したように，この効用関数の下では，通勤者が均
質な場合，混雑料金を導入しても都市空間構造は全く変化しな
い．

7 FIFO原則の下では，CBD 到着時刻と自宅出発時刻は一対一対
応する．

a) 短期均衡条件

通勤者は，短期的には，自宅位置 xが定まっている
との前提の下で CBD到着時刻 tを選択する．したがっ
て，短期均衡状態は，全ての位置 xの通勤者 i人口を与
件としたうえで決定される．この短期均衡状態が満た

す均衡条件は，通勤者の居住位置が都心部か郊外部か

によって異なる．そこで，まずはボトルネックを通過

する必要のある，郊外部の通勤者の均衡条件を示そう．

郊外部の通勤者 iの通勤費用 cs
i (x, t)は，(1)より，通勤

者の居住位置 xと CBD到着時刻 tの影響を分離して表
現できる:

cs
i (x, t) = cs

i (t) + αiτx, (7a)

cs
i (t) = αiq(t) + si(t − t∗). (7b)

この事実から，各通勤者 iは，短期的には cs
i (t)を最小

化する CBD到着時刻 tを選択することがわかる．した
がって，郊外部の通勤者の短期均衡条件は，標準的な

出発時刻選択モデルの均衡条件と完全に一致する．よ

り具体的には，この均衡条件は以下に示す 3条件で与
えられる:ns

i (t)
{
cs

i (t) − cs∗
i

}
= 0

ns
i (t) ≥ 0, cs

i (t) − cs∗
i ≥ 0

∀i ∈ I, (8a)

q(t)
{
µ −∑

k∈I ns
k(t)

}
= 0

q(t) ≥ 0, µ −∑
k∈I ns

k(t) ≥ 0
∀t ∈ R+, (8b)

∫
ns

i (t)dt = Ns
i ∀i ∈ I. (8c)

ここで，ns
i (t)は，時刻 tに CBDに到着する郊外部の通

勤者 i人数，cs∗
i は郊外部の通勤者 iの均衡通勤費用で

ある．

均衡条件 (8a)は，CBD到着時刻選択の無裁定条件を
表している．すなわち，この条件は，短期均衡状態で

はどの通勤者も自らのCBD到着時刻を変更するインセ
ンティブを持たないことを意味している．条件 (8b)は，
ボトルネックの容量制約である;この条件は，流出時刻
tにおいてボトルネックに渋滞 (渋滞待ち時間 q(t))が発
生する場合，その時刻のボトルネック流出者数は容量

µに等しく，渋滞が発生していない時刻の流出者数は µ

以下であることを表している．条件 (8c)はフロー保存
則である．これらの短期均衡条件より，短期均衡状態

での ns
i (t), q(t), cs∗

i が，郊外部の通勤者人口 N s = [Ns
i ]

の関数で与えられる．したがって，居住位置が xの通
勤者 iの通勤費用 cs∗

i (N s, x)は，以下で表される:

cs∗
i (N s, x) = cs∗

i (N s) + αiτx ∀x ∈ Xs. (9)

都心部の通勤者 iは，ボトルネックを通過する必要が
ないため，その通勤費用は cd

i (x, t) = αiτx + si(t − t∗)で
与えられる．したがって，全ての通勤者が CBD到着時
刻 tを t∗ とすることが最適となり，その時の均衡通勤
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費用 cd∗
i (x)は，次のように表される:

cd∗
i (x) = αiτx ∀x ∈ Xd. (10)

b) 長期均衡条件

長期均衡状態が満たす均衡条件は，次の 4条件で与
えられる:Ni(x)

{
v∗i − vi(x)

}
= 0

Ni(x) ≥ 0, v∗i − vi(x) ≥ 0
∀x ∈ R+, ∀i ∈ I, (11a)

r(x)
{
1 −∑

k∈I ak(x)Nk(x)
}
= 0

r(x) ≥ 0, 1 −∑
k∈I ak(x)Nk(x) ≥ 0

∀x ∈ R+ (11b)

∫ ∞

0
Ni(x) dx = Ni ∀i ∈ I. (11c)

ここで，v∗i は通勤者 iの均衡効用，Ni(x)は位置 xの通
勤者 i人口である．

均衡条件 (11a)は，通勤者の居住地選択均衡条件であ
る．この条件は，通勤者が自分自身の選択変更のみでは

効用を改善できない状態が長期均衡状態となることを

示している．条件 (11b)は，土地の需給均衡条件である．
この条件から，位置 xにおける住宅需要

∑
k∈I ak(x)Nk(x)

と供給量 1が一致する値に地代 r(x) + rA が設定される

ことがわかる．また，条件 (11c)は通勤者数の保存則を
表す．

条件 (11b)に (5)を代入すると，r(x)が以下で与えら
れる:

r(x) =

κN(x) − rA if κN(x) ≥ rA

0 if κN(x) ≤ rA
(12)

ここで，N(x) =
∑

k∈INk(x)であり，位置 xの総人口を
表す．これを間接効用関数 (6)に代入すると，都心部と
郊外部の通勤者 iの間接効用 vd

i (x), vs
i (x)が得られる:

vd
i (x) =

yi − αiτx − κ ln[κN(x)] + ϵ if κN(x) ≥ rA,

yi − αiτx − κ ln[rA] + ϵ if κN(x) ≤ rA,

(13a)

vs
i (x) =



yi − cs∗
i (N s) − αiτx − κ ln[κN(x)] + ϵ

if κN(x) ≥ rA,

yi − cs∗
i (N s) − αiτx − κ ln[rA] + ϵ

if κN(x) ≤ rA.

(13b)

したがって，この間接効用関数を用いれば，均衡条件

は (11a)と (11c)で与えられる．

これらの均衡条件 (11a), (11c)は，明らかに次の条件

と等価である:Ni(x)
{
vd∗

i (N d) − vd
i (x)

}
= 0

Ni(x) ≥ 0, vd∗
i (N d) − vd

i (x) ≥ 0
∀x ∈ Xd, ∀i ∈ I,

(14a)∫ d

0
Ni(x) dx = Nd

i ∀i ∈ I, (14b)Ni(x)
{
vs∗

i (N s) − vs
i (x)

}
= 0

Ni(x) ≥ 0, vs∗
i (N s) − vs

i (x) ≥ 0
∀x ∈ Xs, ∀i ∈ I,

(14c)∫ ∞

d
Ni(x) dx = Ns

i ∀i ∈ I, (14d)vd∗
i (N d) ≥ vs∗

i (N s) if Nd
i ≥ 0

vd∗
i (N d) ≤ vs∗

i (N s) if Ns
i ≥ 0

∀i ∈ I, (14e)

Nd
i +Ns

i = Ni ∀i ∈ I. (14f)

ここで，vd∗
i (N d), vs∗

i (N s)は，各々，都心部・郊外部通
勤者の効用水準を表す．

条件 (14a), (14b)は，都心部内での通勤者の居住位置
選択の均衡条件である．同様に，条件 (14c), (14d) は，
郊外部内の居住位置選択均衡条件である．また，条件

(14e), (14f)は，通勤者 iの都心部・郊外部人口 Nd
i , Ns

i

を決める均衡条件である．以降では，これらの均衡条

件を用いて，都心・郊外部内の空間構造と，都心また

は郊外部に居住する通勤者特性を明らかにする．

3. 均衡状態

(1) 短期均衡状態

郊外部に居住する通勤者に関する短期均衡条件は，標

準的な出発時刻選択モデルと一致する．したがって，井

料ら 35), Iryo and Yoshii 16)で示されているように，短

期均衡条件 (8)には等価な最適化問題が存在する．

命題 1 短期均衡状態 [ns
i (t)]は，次の最適化問題の解と

一致する:

min
[ns

i (t)]

∫
si(t − t∗)
αi

ns
i (t)dt (15a)

s.t. µ −
∑
k∈I

ns
k(t) ≥ 0,

∫
ns

i (t)dt = Ns
i , ns

i (t) ≥ 0.

(15b)

この命題は，短期均衡状態が旅行時間の単位に換算し

たスケジュールコストを最小化する状態となることを

示している．

均衡状態において，CBDに時刻 tに到着する通勤者
iの人数 ns∗

i (t) の台 (support) を supp ns∗
i = {t ∈ R+ |

ns∗
i (t) > 0}と表そう．このとき，短期均衡状態の上述の
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性質から，次の関係が得られる:

supp
∑

i∈I ns∗
i = [tF, tL]. (16)

ここで，tFは通勤者が出勤する最も早い時刻, tLは最も

遅い時刻であり，次の関係を有する:

tL = tF +

∑
i∈INi

µ
. (17)

この関係から，ボトルネック渋滞が形成されるのは必

ず単一時間帯となることがわかる．

さらに，短期均衡条件 (8a)より，次の命題が得られる:

命題 2 任意の ti ∈ supp ns∗
i , t j ∈ supp ns∗

j に対して，次

の関係が成立する:(
βi

αi
−
β j

α j

) (
ti − t j

)
≥ 0 if max{ti, t j} ≤ t∗, (18a)(

γi

αi
−
γ j

α j

) (
ti − t j

)
≤ 0 if min{ti, t j} ≥ t∗. (18b)

証明 均衡条件 (8a)から，次の関係が得られる:

cs
i (ti) + cs

j(t j) ≤ cs
i (t j) + cs

j(ti)

∀ti ∈ supp ns∗
i , t j ∈ supp ns∗

j . (19)

この関係に (7b)を代入すると，(18)が得られる．

この命題は，短期均衡状態が次の性質を有すること

を示している: βi/αi < β j/α j の場合，早着する通勤者 i
は通勤者 jより早く出勤する; γi/αi < γ j/α jの場合，遅

刻する通勤者 iは通勤者 jより遅く出勤する．

(2) 長期均衡状態

a) 都心・郊外の内部空間構造

長期均衡状態における都心部内・郊外部内の人口分布

特性を調べる．都心・郊外部の人口分布の均衡状態を定

義する相補性問題 (14a), (14b), (14c), (14d)には，次の
命題で示されるように，等価な最適化問題が存在する．

命題 3 長期均衡状態における都心部内の人口分布
[N∗i (x)] (x ∈ Xd) は，次の最適化問題の解と一致する:

max
[Ni(x)]

∑
k∈I

∫ d

0
vd

k(x)Nk(x)dx (20a)

s.t.
∫ d

0
Ni(x)dx = Nd

i ∀i ∈ I, Ni(x) ≥ 0. (20b)

さらに，長期均衡状態における郊外部内の人口分布

[N∗i (x)] (x ∈ Xs) は，次の最適化問題の解と一致する:

max
[Ni(x)]

∑
k∈I

∫ ∞

d
vs

k(x)Nk(x)dx (21a)

s.t.
∫ ∞

d
Ni(x)dx = Ns

i ∀i ∈ I, Ni(x) ≥ 0. (21b)

証明 最適化問題 (20)の Karush–Kuhn–Tucker (KKT)
条件は，均衡条件 (14a), (14b)と一致する．さらに，最
適化問題 (21)の KKT条件は，均衡条件 (14c), (14d)と
一致する．したがって，命題 3が得られる．

この命題は，都心部・郊外部の通勤者人口N d = [Nd
i ],

N s = [Ns
i ] が与えられた状況下では，通勤者の人口分

布は総効用を最大化する状態と一致することを示して

いる．

さらに，長期均衡条件 (14a), (14c)により，均衡状態
における都心部内，郊外部内の人口分布が次の性質を

有することがわかる:

補題 1 長期均衡状態における通勤者人口分布 N∗(x)は
次の性質を有する．

(a) 位置 x の通勤者数 N∗(x) の台 (support) が以下で
与えられる:

supp N∗ = [0,XF]. (22)

ここで，XF は通勤者が居住する最も CBDから遠
い位置を表す．

(b) 任意の x ∈ supp N∗\{XF}に対して，N∗(x)は次の
条件を満たす:

κN∗(x) > rA. (23a)

さらに，x = XF の場合，

κN∗(XF) = rA. (23b)

証明 付録 I参照．

均衡状態にける都心部・郊外部の位置 xの通勤者 i人
口をNd∗

i (x), Ns∗
i (x)と表す．このとき，補題 1より，任意

の xd
i ∈ supp Nd

i , xs
i ∈ supp Ns

i において，vd
i (xd

i ), vs
i (x

s
i )

は以下で与えられる:

vd
i (xd

i ) = yi − αiτxd
i − κ ln[κN(xd

i )] + ϵ, (24a)

vs
i (x

s
i ) = yi − cs∗

i (N s) − αiτxs
i − κ ln[κN(xs

i )] + ϵ. (24b)

さらに，均衡条件 (14a), (14c) より，次の関係が得ら
れる．

vd
i (xd

i ) + vd
j (x

d
j ) ≥ vd

i (xd
j ) + vd

j (x
d
i )

∀xd
i ∈ supp Nd∗

i , ∀xd
j ∈ supp Nd∗

j , (25a)

vs
i (x

s
i ) + vs

j(x
s
j) ≥ vs

i (x
s
j) + vs

j(x
s
i )

∀xs
i ∈ supp Ns∗

i , ∀xs
j ∈ supp Ns∗

j . (25b)

(25)に (24)を代入すると，次の命題が得られる．

命題 4 任意の xi ∈ supp Nd∗
i , x j ∈ supp Nd∗

j ，または

xi ∈ supp Ns∗
i , x j ∈ supp Ns∗

j に対して，次の関係が成

立する: (
αi − α j

) (
xi − x j

)
≥ 0. (26)
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この命題は，都心部・郊外部の通勤者人口N d, N sを

与件としたもとでは，旅行時間価値の高い通勤者ほど，

CBDの近くに居住することを表している．さらに，都
心部内，郊外部内の人口分布は，短期均衡状態におけ

る通勤費用 cs∗
i の影響を受けない．

この命題を利用することで，均衡効用 vd∗
i (N d),

vs∗
i (N s) を得ることができる．それを示すために，以
降では，i が αi の降順に並んでいると考える．すなわ

ち，次の関係が成立すると仮定する:

α1 > α2 > · · · > αI. (27)

また，Xd
i , Xs

i を，各々 ，最も CBD に近い通勤者 i
の都心・郊外部の居住位置と定義する．このとき，命

題 4 より，都心・郊外の通勤者 i が居住する区間は，
各々，[Xd

i ,X
d
i+1], [Xs

i ,X
s
i+1]で表される (i.e., supp Nd∗

i =

[Xd
i ,X

d
i+1], supp Ns∗

i = [Xs
i ,X

s
i+1])．さらに，通勤者 i−1,

i の効用差 vd∗
i (N d) − vd∗

i−1(N d), vs∗
i (N s) − vs∗

i−1(N s) は，
Xd

i , Xs
i を利用すると，次の形で表すことができる:

vd∗
i (N d) − vd∗

i−1(N d) = yi − yi−1 − (αi − αi−1) τXd
i ,

(28a)

vs∗
i (N s) − vs∗

i−1(N s) = yi − yi−1 −
{
cs∗

i (N s) − cs∗
i−1(N s)

}
− (αi − αi−1) τXs

i . (28b)

したがって，地点 dにおいて都心部の通勤者が支払う
地代 rdと農業地代 rAを用いると，都心・郊外の通勤者

iの間接効用関数は次の形で表される:

vd∗
i (N d) =yi − κ ln[rd]

− αiτXd
i −

I∑
k=i

αkτ(Xd
k+1 − Xd

k ) + ϵ, (29a)

vs∗
i (N s) =yi − cs∗

i (N s) − κ ln[rA]

− αiτXs
i −

I∑
k=i

αkτ(Xs
k+1 − Xs

k) + ϵ. (29b)

ここで，Xd
k , Xs

k は，以下で与えられる:

Xd
1 = 0, Xd

i+1 = Xd
i +

κ
αiτ

ln

αiτNd
i

ψi
+ 1

 , (30a)

Xs
1 = d, Xs

i+1 = Xs
i +

κ
αiτ

ln
[
αiτNs

i

ϕi
+ 1

]
, (30b)

ψi = rd +

I∑
k=i+1

αkτNd
k , ϕi = rA +

I∑
k=i+1

αkτNs
k. (30c)

また，rd は Xd
I+1 = dとなる条件から定まる．

居住地の境界 XF = Xs
I+1 は，(30b)より，

XF = d + κ
∑
k∈I

1
αkτ

ln
[
αkτNs

k

ϕk
+ 1

]
. (31)

したがって，都市の境界 XF は，郊外部の通勤者人口

N s に応じて決まることがわかる．

b) 都心・郊外部の人口

次に，均衡状態における都心部と郊外部の通勤者人

口 N d, N s の特性を調べる．(29)より，都心部と郊外
部の通勤者 iの均衡効用差は，以下で与えられる:

vd∗
i (N d)− vs∗

i (N s)

= cs∗
i (N s) − κ ln

[
rd

rA

]
+ αiτ

(
Xs

i − Xd
i

)
+

I∑
k=i

αkτ
{(

Xs
k+1 − Xs

k

)
−

(
Xd

k+1 − Xd
k

)}
= cs∗

i (N s) − κ ln
[

rd

rA

]
+ αiτ

(
Xs

i − Xd
i

)
+ κ

I∑
k=i

ln

αkτNs
k/ϕk + 1

αkτNd
k/ψk + 1

 . (32)

均衡条件 (14e)から，長期均衡状態N d∗, N s∗において，

vd∗
i (N d∗) − vs∗

i (N s∗) > 0 となる通勤者 iは全て都心に，
vd∗

i (N d∗) − vs∗
i (N s∗) < 0となる通勤者 iは全て郊外に居

住する．

さらに，(28)より，都心部と郊外部の効用差 vd∗
i (N d)−

vs∗
i (N s)は，以下の性質を有する．

命題 5 通勤者 iと i− 1の都心部・郊外部の効用差との
間に，次の関係が成立する:(

vd∗
i (N d) − vs∗

i (N s)
)
−

(
vd∗

i−1(N d) − vs∗
i−1(N s)

)
= cs∗

i (N s) − cs∗
i−1(N s) − (αi−1 − αi) τ

(
Xs

i − Xd
i

)
.

(33)

αi−1 > αi, Xd
i ≤ Xs

i であることから，この命題は，

cs∗
i (N s)−cs∗

i−1(N s)が常に負である場合，任意の i ∈ I\{1}
において次の条件が満たされることを示している:

vd∗
i (N d) − vs∗

i (N s) < vd∗
i−1(N d) − vs∗

i−1(N s). (34)

すなわち，時間価値の高い通勤者が都心に，低い通勤

者が郊外に居住する．

4. 最適な動的混雑料金

本モデルには，交通渋滞 (待ち行列)に起因した外部
性が存在する．したがって，渋滞を完全に解消できれ

ば，Arnott 5), Gubins and Verhoef 14) でも示されてい

るように，社会的最適状態が達成される．そこで，本

節では，渋滞を解消する動的な混雑料金 p(t)を導入し
た状況を考える．すなわち，通勤者 iの通勤費用 cq

i (x, t)
を以下で与える:

cq
i (x, t) =

cdq
i (t) + αiτx if x ∈ Xd,

csq
i (t) + αiτx if x ∈ Xs.

(35a)

cdq
i (t) = si(t − t∗), (35b)

csq
i (t) = p(t) + si(t − t∗). (35c)
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そして，この混雑料金の導入が，均質な通勤者を考え

たArnott 5) とは異なり，都市空間構造を変化させうる

ことを明らかにする．

(1) 短期均衡状態

混雑料金は，ボトルネック渋滞を完全に解消する水

準に設定される．ただし，本研究では通勤者の旅行時

間価値 αiの異質性を考慮しているため，この料金水準

p(t)は必ずしも均衡状態におけるボトルネック渋滞待ち
時間費用 αiq(t) とは一致せず，次の短期均衡条件を満
足する水準に設定される:csq

i (t) = csq∗
i if nsq

i (t) > 0

csq
i (t) ≥ csq∗

i if nsq
i (t) = 0

∀i ∈ I, ∀t ∈ R, (36a)


∑

i∈I nsq
i (t) = µ if p(t) > 0∑

i∈I nsq
i (t) ≤ µ if p(t) = 0

∀t ∈ R, (36b)

∫
nsq

i (t) dt = Ns
i ∀i ∈ I. (36c)

ここで，nsq
i (t)は混雑料金導入時の時刻 tに出勤する通

勤者 iの人数を表す．
均衡条件 (36a)は，通勤者の CBD到着時刻選択の無

裁定条件を表す．条件 (36b)は，ボトルネックの容量制
約である．この条件は，時刻 tの交通需要

∑
i∈I nsq

i (t)が
ボトルネック容量 µ (供給量)と一致するように，料金
p(t)が課せられることを示している．最後の条件 (36c)
は，通勤者の人口保存則である．これらの短期均衡条

件より，短期均衡状態での nsq
i (t), p(t), csq∗

i が，郊外部の

通勤者 i人口N s の関数で与えられる．

均衡条件 (36)には次に示す等価な最適化問題が存在
することが容易に確認できる．

命題 6 混雑料金の導入により達成される均衡状態
[nsq

i (t)]は，次の最適化問題の解と一致する:

min
[ns

i (t)]

∑
i∈I

∫
si(t − t∗) ns

i (t) dt (37a)

s.t.
∑
i∈I

ns
i (t) ≤ µ ∀t ∈ R,

∫
ns

i (t) dt = Ns
i ∀i ∈ I,

ns
i (t) ≥ 0 ∀i ∈ I, ∀t ∈ R. (37b)

この命題は，混雑料金の導入が通勤者の総スケジュー

ルコストを最小化することを意味している．それゆ

え，混雑料金導入時の短期均衡状態における通勤費用

csq∗
i (N s)は，一般には，混雑料金を導入していない場合
の cs∗

i (N s)とは異なる水準となることが示唆される．な
お，総スケジュールコストは，総通勤費用と混雑料金

収入の差で定義される社会的費用と一致する．したがっ

て，命題 6は，混雑料金が短期的には社会的費用を最
小化させることを示している．

さらに，均衡条件 (36a)から，均衡状態におけるCBD
到着時刻別の通勤者 iの交通量 [nsq

i (t)]に関する次の関
係が与えられる:

csq
i (ti)+ csq

j (t j) ≤ csq
i (t j) + csq

j (ti)

∀ti ∈ supp nsq
i , ∀t j ∈ supp nsq

j , ∀i, j ∈ I. (38)

(38)に (35c)を代入すると，次の命題が得られる．

命題 7 混雑料金導入下の均衡状態を考える．このとき，
任意の ti ∈ supp nsq

i , t j ∈ supp nsq
j , i, j ∈ Iに対して，次

の関係が成立する:(
βi − β j

) (
ti − t j

)
≥ 0 if max{ti, t j} ≤ t∗, (39a)(

γi − γ j

) (
ti − t j

)
≤ 0 if min{ti, t j} ≥ t∗. (39b)

この命題は，早着・遅刻する通勤者のボトルネック通

過時刻の順番が，各々，−βi, γi の大きさ順と一致する

ことを示している．この結果から，混雑料金の導入に

より渋滞が完全に解消されるため，(政策を導入してい
ない状況下の均衡状態とは異なり) αiが交通需要の時間

分布 [nsq
i (t)]に影響を与えていないことが確認できる．

都心部に居住する通勤者はボトルネックを通過する

必要がないため，前章と同様，全員が始業時刻ちょう

どに出勤する．以上をまとめると，短期均衡状態にお

ける位置 x に居住する通勤者 i の通勤費用は，以下で
与えられる:

cdq∗
i (x) = αiτx ∀x ∈ Xd, (40a)

csq∗
i (N s, x) = csq∗

i (N s) + αiτx ∀x ∈ Xs. (40b)

(2) 長期均衡状態

次に，得られた短期均衡状態の通勤費用 (40)を利用
して，長期均衡状態における都市空間構造の特徴を調べ

る．混雑料金未導入時の長期均衡条件 (14)と混雑料金
導入時の条件との違いは，郊外部の間接効用関数 vs

i (x)
のみである．具体的には，混雑料金導入時の郊外部の

通勤者 iの間接効用関数 vs
i (x)は，下記で表される:

vs
i (x) =



yi − csq∗
i (N s) − αiτx − κ ln[κN(x)] + ϵ

if κN(x) ≥ rA,

yi − csq∗
i (N s) − αiτx − κ ln[rA] + ϵ

if κN(x) ≤ rA.

(41)

ここで，csq∗
i (N s)は郊外部の通勤者人口N sの関数とし

て与えられる，短期均衡状態における通勤費用である．

この間接効用関数を用いて (2) 節と同様の解析を行う
と，次の命題が得られる．

命題 8 混雑料金の導入により達成される長期均衡状態
の都心部内の人口分布 [Ndq

i (x)]，郊外部内の人口分布
[Nsq

i (x)]は，次の性質を有する．
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(a) 都心部内の人口分布 [Ndq
i (x)] (x ∈ Xd)は，次の最

適化問題の解と一致する:

max
[Ni(x)]

∑
k∈I

∫ d

0
vd

k(x)Ndq
k (x)dx (42a)

s.t.
∫ d

0
Ndq

i (x)dx = Nd
i ∀i ∈ I, (42b)

Ni(x) ≥ 0 ∀i ∈ I, ∀x ∈ R+. (42c)

(b) 郊外部内の人口分布 [Nsq
i (x)] (x ∈ Xs) は，次の最

適化問題の解と一致する:

max
[Ni(x)]

∑
k∈I

∫ ∞

d
vs

k(x)Nsq
k (x)dx (43a)

s.t.
∫ ∞

d
Nsq

i (x)dx = Ns
i ∀i ∈ I, (43b)

Ni(x) ≥ 0 ∀i ∈ I, ∀x ∈ R+. (43c)

(c) 任意の xi ∈ supp Ndq
i , x j ∈ supp Ndq

j ，または xi ∈
supp Nsd

i , x j ∈ supp Nsd
j に対して，次の関係が成

立する: (
αi − α j

) (
xi − x j

)
≥ 0. (44)

この命題から，混雑料金導入下の長期均衡状態におけ

る都心部内または郊外部内の空間構造は，命題 4と全く
同じ性質を有することがわかる．そこで，以降では，混

雑料金導入下の長期均衡状態における都心部人口N dq∗

と郊外部人口N sq∗ の性質を調べる．

間接効用関数に (41) を用いた長期均衡条件 (14a),
(14b), (14c), (14d) により定まる，混雑料金導入時の
都心部・郊外部に居住する通勤者 i の効用を，各々，
vdq∗

i (N d), vsq∗
i (N s) と表す．このとき，仮定 (27) の下

では，vdq∗
i (N d), vsq∗

i (N s)は，(45)の導出と全く同様の
手順により得られる:

vdq∗
i (N d) = yi − κ ln[rd]

− αiτXdq
i −

I∑
k=i

αkτ(Xdq
k+1 − Xdq

k ) + ϵ, (45a)

vsq∗
i (N s) = yi − csq∗

i (N s) − κ ln[rA]

− αiτXsq
i −

I∑
k=i

αkτ(Xsq
k+1 − Xsq

k ) + ϵ. (45b)

ここで，Xdq
k , Xsq

k は，各々，均衡状態における都心・郊外

部の通勤者 iの居住地のうち，最も CBDに近い地点を
表しており，(30)で与えられる．したがって，vdq∗

i (N d)−
vds∗

i (N s)は，以下で与えられる:

vdq∗
i (N d)− vsq∗

i (N s)

= csq∗
i (N s) − κ ln

[
rd

rA

]
+ αiτ

(
Xsq

i − Xdq
i

)
+ κ

I∑
i=i

ln

αkτNs
k/ϕk + 1

αkτNd
k/ψk + 1

 . (46)

したがって，(32), (46)より，次の関係が得られる:(
vdq∗

i (N d) − vsq∗
i (N s)

)
−

(
vd∗

i (N d) − vs∗
i (N s)

)
= csq∗

i (N s) − cs∗
i (N s) ∀i ∈ I. (47)

さらに，(vdq∗
i (N d) − vsq∗

i (N s)) − (vdq∗
i−1(N d) − vsq∗

i−1(N s))
は，前章の命題 5と同様の手順により得られる．した
がって，次の命題が得られる:

命題 9 混雑料金導入下の均衡状態における都心部・郊外
部の効用差 vdq∗

i (N d)− vsq∗
i (N s)は，次の性質を有する．

(a) 任意の i ∈ Iにおいて csq∗
i (N s) = cs∗

i (N s) + δとな
る定数 δが存在する場合のみ，任意の i ∈ I\{1}に
おいて次の関係が成立する:(

vdq∗
i (N d) − vsq∗

i (N s)
)
−

(
vdq∗

i−1(N d) − vsq∗
i−1(N s)

)
=

(
vd∗

i (N d) − vs∗
i (N s)

)
−

(
vd∗

i−1(N d) − vs∗
i−1(N s)

)
.

(48)

(b) 通勤者 i−1, i ∈ Iの都心部・郊外部の効用差は，次
の関係を有する:(

vdq∗
i (N d) − vsq∗

i (N s)
)
−

(
vdq∗

i−1(N d) − vsq∗
i−1(N s)

)
= csq∗

i (N s) − csq∗
i−1(N s) − (αi−1 − αi) τ

(
Xsq

i − Xdq
i

)
.

(49)

旅行時間価値 αi に異質性がある場合，一般に csq∗
i =

cs∗
i + δ ∀i ∈ Iとはならない．それゆえ，命題 9 (a)は，

Arnott 5) とは異なり，通勤者の異質性を導入したモデ

ルでは，混雑料金の導入が都心部・郊外部の通勤者人

口を変化させることを示している．なお，この事実は，

次節で示す簡単な例において具体的に確認される．

これまでの結果は，料金収入を通勤者に還元しない

という前提のもとでの結果である点に注意が必要であ

る．実際，混雑料金は，短期的には社会的費用 (i.e.,総
通勤費用と料金収入の差分)を最小化させるため，適切
に料金収入を還元すれば，郊外部に居住する全ての通

勤者の通勤費用が減少する．それゆえ，通勤者 iに対し
て適切な還元 ρi(N s)を行う場合，任意のN d, N sに対

して次の関係が成立する:

vdq∗
i (N d) − vsq∗

i (N s) − ρi(N s)

< vd∗
i (N d) − vs∗

i (N s) ∀i ∈ I. (50)

すなわち，料金収入の適切な還元は，都市の郊外化を

もたらすことになる．

命題 9 (b) は，全ての iに対して csq∗
i (N s) − csq∗

i−1(N s)
が負であれば，次の関係が成立することを示している:

vdq∗
i (N d) − vsq∗

i (N s) < vdq∗
i−1(N d) − vsq∗

i−1(N s) ∀i ∈ I\{1}
(51)

すなわち，時間価値の高い通勤者が都心に，低い通勤

者が郊外に居住する．
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5. 単純な例によるモデル特性の確認

本章では，前章までの一般的な設定では調べること

が困難であったモデルの特性を，単純な設定の下で確

認する．具体的には，本章では，任意の i ∈ I\{1}にお
いて，次の条件が成立すると仮定する:

αi−1 > αi, βi−1 > βi, γi−1 > γi, (52a)

βi−1

αi−1
<
βi

αi
,

γi−1

αi−1
<
γi

αi
. (52b)

さらに，モデルの特性を明快に示すために，異質な通

勤者を考えたArnott et al. 8,10), van den Berg and Ver-
hoef 11) と同様，全ての i ∈ Iにおいて βi と γi の比が

一定であると仮定する:
γi

βi
= η ∀i ∈ I. (52c)

以上の仮定は，iの小さい通勤者の時間価値は高く (i.e.,
rich workers)，iの大きい通勤者は時間価値が低い (i.e.,
poor workers)ことを意味している．

(1) 理論解析

a) 短期均衡状態

本節では，最初に短期均衡状態の性質を調べる．仮定

(52),命題 2より，郊外部の通勤者は，混雑料金を導入
していない場合，iの小さい早着通勤者ほど早く CBD
に到着する．この性質を利用すると，郊外部の通勤者

i, i − 1の旅行時間に換算した通勤費用の差が得られる:

cs∗
i (N s)

αi
−

cs∗
i−1(N s)

αi−1
=

η

1 + η

(
βi

αi
−
βi−1

αi−1

) ∑I
k=i Ns

k

µ
> 0.

(53)

混雑料金を導入すると，仮定 (52), 命題 7より，iの大
きい早着通勤者ほど早くCBD到着する．この性質を利
用すると，csq∗

i (N s) − csq∗
i−1(N s)が与えられる:

csq∗
i (N s) − csq∗

i−1(N s) =
η

1 + η
(
βi − βi−1

) ∑i−1
k=1 Ns

k

µ
< 0.

(54)

これらの関係から，cs∗
i (N s), csq∗

i (N s)が得られる:

cs∗
i (N s) =

η

1 + η

βi

∑I
k=i+1 Ns

k

µ
+ αi

i∑
k=1

βk

αk

Ns
k

µ

 , (55a)

csq∗
i (N s) =

η

1 + η

βi

∑i−1
k=1 Ns

k

µ
+

I∑
k=i

βk
Ns

k

µ

 . (55b)

(55a) より，通勤者 i, i − 1 の通勤費用の差 cs∗
i (N s) −

cs∗
i−1(N s)は，以下で与えられる:

cs∗
i (N s) − cs∗

i−1(N s)

=
η

1 + η

(βi − βi−1)

∑I
i Ns

k

µ
+ (αi − αi−1)

i−1∑
k=1

βk

αk

Ns
k

µ

 < 0.

(56)

したがって，この例では次の関係が成立する:

cs∗
i (N s) − cs∗

i−1(N s) < 0 ∀i ∈ I\{1}, (57a)

csq∗
i (N s) − csq∗

i−1(N s) < 0 ∀i ∈ I\{1}. (57b)

次に，混雑料金の導入が通勤費用に与える影響を調

べよう．(55a), (55b)より，csq∗
i (N s) − cs∗

i (N s)は，以下
で表される:

csq∗
i (N s) − cs∗

i (N s)

=
η

1 + η

αi

i−1∑
k=1

(
βi

αi
−
βk

αk

) Ns
k

µ
−

I∑
k=i

(
βi − βk

) Ns
k

µ

 .
(58)

仮定 (52)より，(58)の右辺第 1項は正，第 2項は負で
あることがわかる．したがって，次の関係が得られる:

csq∗
i (N s) − cs∗

i (N s) > csq∗
i−1(N s) − cs∗

i−1(N s) ∀i ∈ I\{1}.
(59)

また，(58) より，任意の i ≤ i∗ において csq∗
i (N s) −

cs∗
i (N s) ≤ 0 かつ, 任意の i > i∗ において csq∗

i (N s) −
cs∗

i (N s) > 0となる i∗ ∈ Iが存在する．すなわち，混雑
料金の導入は，i ≤ i∗ となる時間価値の高い通勤者 iの
通勤費用を減少させる一方で，その他の時間価値の低

い通勤者の通勤費用を増加させる．さらに，混雑料金

を導入していない状況下での均衡状態における郊外部

人口をN s∗と表すと，明らかに i∗ ≥ min{suppN s∗}が
成立する．この事実から，都心部の通勤者，αi が最も

大きい郊外通勤者の通勤費用は，混雑料金の導入によ

り減少することもわかる．

以上の結果を命題としてまとめておこう．

命題 10 条件 (52)が成立すると仮定する．このとき，短
期均衡状態は次の性質を有する:
(a) 時間価値の高い通勤者の通勤費用 cs∗

i (N s), csq∗
i (N s)

は，時間価値の低い通勤者の通勤費用より高い．

(b) 任意の i ≤ i∗ において csq∗
i (N s∗) ≤ cs∗

i (N s∗) が成立
する i∗ ∈ Iが存在する．

(c) 任意の i ∈ Ir ≡ {i ∈ I | i ≤ min{suppN s∗}}に対し
て，csq∗

i (N s∗) ≤ cs∗
i (N s∗)が成立する．

b) 長期均衡状態

長期均衡状態における都市空間構造の性質を示そう．

短期均衡状態における通勤費用の性質 Propositions 5,
9 (b), 10 (a)から，次の関係が得られる:vd∗

i (N d) − vs∗
i (N s) < vd∗

i−1(N d) − vs∗
i−1(N s)

vdq∗
i (N d) − vsq∗

i (N s) < vdq∗
i−1(N d) − vsq∗

i−1(N s)

∀i ∈ I\{1}. (60)

すなわち，混雑料金の導入有無に依らず，時間価値の高

い通勤者は都心に居住し，時間価値の低い通勤者は郊外

に居住する．この結果は，多くの文献 (e.g., McCann 22))
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で示されているように，渋滞が激しい都市において観

測される事実と整合している．

次に混雑料金の導入が都市空間構造に与える影響を

分析しよう．(32), (46)より，次の関係が得られる:

vdq∗
i (N d∗) − vsq∗

i (N s∗)

= csq∗
i (N s∗) − cs∗

i (N s∗) + vd∗
i (N d∗) − vs∗

i (N s∗) ∀i ∈ I.
(61)

したがって，命題 10 (c)より，

vdq∗
i (N d∗) − vsq∗

i (N s∗) ≤ vd∗
i (N d∗) − vs∗

i (N s∗) ∀i ∈ Ir.

(62)

が得られる．特に，(59)より，混雑料金未導入下の長期
均衡状態N d∗, N s∗において，郊外部に複数種類の通勤

者が居住していれば，条件 (62)は狭義不等号 (i.e., “<”)
で成り立つ．また，任意の i ≥ min{suppN s∗} におい
て，明らかに vd∗

i (N d∗) ≤ vs∗
i (N s∗)が成立する．したがっ

て，条件 (62)と (60)より，以下の関係が得られる:

vdq∗
i (N d∗) ≤ vsq∗

i (N s∗) ∀i ∈ suppN s∗. (63)

この条件は，混雑料金の導入による郊外部から都心部へ

の通勤者の移住は起こりえないことを示している．さら

に，条件 (62)は，混雑料金の導入が，都心部から郊外
部への通勤者の移住を生じさせ得ることを示している．

実際，vd∗
i (N s∗) = vs∗

i (N s∗) (e.g., Ns∗
i > 0 かつ Nd∗

i > 0)
となる ir ∈ Irが存在すれば，通勤者 irは必ず郊外部に
移住する．N sq∗ = [Nsq∗

i ]を混雑料金導入時の均衡状態
における郊外部の通勤者人口と定義すると，以上の結

果は次の条件が成立することを意味する:

Nsq∗
i ≥ Ns∗

i ∀i ∈ I. (64)

すなわち，混雑料金の導入は，一般に，郊外人口を増

加させる．さらに，XF が (31)で与えられることから，
この郊外部人口の増加により，都市がスプロールする

こともわかる．

この結果は，興味深いことに，静的な交通混雑を

考えたモデル (e.g., Kanemoto 17), Wheaton 33), Anas
et al. 4)) の結果とは真逆のものとなっている．さらに，
均質な通勤者を考えた Arnott 5) とも異なった結果と

なっている．したがって，異質な通勤者間の相互作用

は，混雑料金導入に伴う都市のスプロール化を生じさ

せる原因であることがわかる．

ここで，混雑料金の導入による，時間価値の低い通勤

者 i ∈ Ip ≡ I\Irの効用水準の変化に着目しよう．この

通勤者は，命題 10,条件 (58), (64)より，混雑料金の導
入前も後も，全員郊外部に居住する．したがって，(29),
(45)より，次の関係が得られる:

vsq∗
i (N sq∗) − vs∗

i (N s∗)

= −
(
csq∗

i (N sq∗) − cs∗
i (N s∗)

)
∀i ∈ Ip. (65)

さらに，(55b), (64)を利用すると，次の関係が得られる:

csq∗
i (N sq∗) ≥ csq∗

i (N s∗) ∀i ∈ Isq. (66)

(65)に (66)を代入すると，次の条件が得られる:

vsq∗
i (N sq∗) − vs∗

i (N s∗)

≤ −
(
csq∗

i (N s∗) − cs∗
i (N s∗)

)
≤ 0 ∀i ∈ Ip. (67)

この結果と (59)より，郊外部に居住する時間価値の低
い通勤者 i ∈ Ip は，一般に混雑料金の導入により不利

益を被ることがわかる．したがって，混雑料金の導入

は，料金収入の適切な再配分スキームの導入と同時に

議論されるべきであることがわかる．

最後に，ボトルネック容量の増加が都市空間構造に

与える影響を考えよう．µの増加は，cs∗
i (N s), csq∗

i (N s)
を減少させるため，郊外部に居住する通勤者が増加し

てしまう．すなわち，ボトルネック容量の増加は，ボト

ルネック部の交通需要を増加させてしまう．その結果，

容量拡大は，必ずしも交通渋滞を改善するわけではな

いことがわかる．実際，容量増強が交通渋滞を悪化さ

せてしまうケースが存在することが，次節において確

認される．

以上の結果は次の命題にまとめられる．

命題 11 条件 (52)が成立すると仮定する．このとき，長
期均衡状態は次の性質を有する:
(a) 旅行時間価値の高い通勤者が都心部に，低い通勤
者は郊外に居住する．

(b) 任意の i ∈ Iにおいて，Nsq∗
i ≥ Ns∗

i が成立する．

(c) 任意の i ∈ Ipにおいて，vsq∗
i (N sq∗) ≤ vs∗

i (N s∗)が成
立する．

(d) ボトルネック容量の増強は交通渋滞を悪化させる
ことがある．

(2) 数値解析

最後に，数値解析によりモデルの均衡状態の特性，混

雑料金の導入効果を具体的に示す．そのために，本節

では，以下のパラメータ値を用いて解析を行う:

I = 4, d = 10 (km), τ = 2 (min/km), (68a)

[Ni] = [1000, 1500, 2000, 2500], (68b)

[yi] = [300, 200, 150, 100], (68c)

κ = 10, rA = 200. (68d)

また，通勤者の時間価値を表すパラメータ αi, βi, ηは，
Small 27),仮定 (52)と整合する，以下の値を用いた．

[αi] = [0.3, 0.2, 0.15, 0.1], (68e)

[βi] = [0.15, 0.11, 0.09, 0.07], (68f)

η = 4. (68g)

以上の設定の下で，ボトルネック容量 µに関する比

較静学分析を行う．その結果は，図–2～ 8 に示すとお
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図–2 N s∗

図–3 Total queuing time

りである．まず，混雑料金を導入していない場合の均衡

状態の特性に注目しよう．図–2 より，ボトルネック容
量の増加に伴い，通勤者 4, 3, 2が順に郊外部へ移住して
いることが確認できる．これは，(55a)で示されている
ように，ボトルネック容量の増加は，通勤費用 cs∗

i (N s)
を減少させ，郊外に居住するインセンティブを高める

ためである．この結果は，(1)節で得られた結果と整合
している．

図–3は，ボトルネック容量 µと，以下で与えられる

総渋滞待ち時間 Qとの関係を示している．

Q =
η

1 + η
1

2µ

∑
i∈I

 βi

αi
Ns

i

2
I∑

k=i

Ns
k −Ns

i


 . (69)

この図から，(1)節でも述べたように，ボトルネック容
量の増強は，郊外人口を増加させることから，交通渋

滞を悪化させ得ることが確認できる．より具体的には，

ボトルネック容量 µが十分大きい場合，容量増強は渋

滞を緩和させる一方で，µが非常に小さい場合，容量増

強は渋滞を悪化させる．さらに，容量増強の渋滞緩和

効果は，郊外部の総通勤者数 Ns =
∑

i∈INs
i の変化から

大きな影響を受ける．実際，µ = 10付近では，Nsが変

図–4 N sq

without tolling
with tolling

図–5 Number of workers located in the suburb

化しないため，容量増強が総渋滞待ち時間 Qの大幅な
減少につながっている．一方，µが十分大きくなると，

郊外部人口が増加してしまうことから，容量増強によ

る Qの減少幅が小さくなってしまう．

次に，混雑料金導入の影響を調べる．図–4 は混雑料
金導入時の均衡状態における郊外部の通勤者 i 人口を
示している．この結果は，定性的には混雑料金を導入

していないケースの結果 (図–2 ) と一致している．し
かし，図–5 で確認できるように，郊外部の総通勤者数
Ns =

∑
i∈INs

i の値は必ずしも一致しない．これは，(58)
で示したように，混雑料金の導入が通勤費用 csq∗

i (N s)
を cs∗

i (N s)から変化させるためである．なお，図–5 の
µ の小さい範囲では，混雑料金を導入しても，郊外部

の総通勤者人口が変化していない．これは，このパラ

メータ範囲では，郊外部に通勤者 4しか居住していな
い (i.e.,ボトルネックを通過する労働者が全て均質とな
る)ためである．すなわち，このケースでは，Arnott 5)

と同様，混雑料金の導入が通勤費用を変化させない．ま

た，混雑料金の導入による郊外部人口の増加は，図–6
で示されているように，都市の境界 XF を広げてしま

う．したがって，動的な混雑料金の導入は，都市のスプ

ロール化をもたらしてしまうことがわかる．

最後に，混雑料金の導入による社会厚生の変化を確

認しておこう．本研究では，社会厚生Wを総効用と料
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without tolling
with tolling

図–6 XF

without tolling
with tolling

図–7 Total utility

金収入 Pの和で定義する:

W =
∑
i∈I

∫
vi(x)Ni(x)dx + P, (70)

P =
η

1 + η
1

2µ

∑
i∈I

βiNs
i

2
i∑

k=1

Ns
k −Ns

i


 . (71)

図–7 は，混雑料金の導入有無別にW と µの関係を示

している．この結果から，容量 µが非常に小さい/大き

い場合，混雑料金の導入効果が限定的であることが確

認できる．また，料金収入の再分配が難しい場合，図–8
に示すように，混雑料金の導入は，必ずしも全労働者の

効用水準を上昇させるわけではないことも分かる．特

に注意が必要なのは，時間価値，所得水準の低い通勤

者 4 が不利益を被ることであろう．それゆえ，混雑料
金は，多くの研究で指摘されているように，料金収入

の適切な再配分スキーム (e.g., Akamatsu 1), Wada and
Akamatsu 32) のスキーム) と同時に導入すべきである
と考えられる．

6. おわりに

本研究では，通勤者の異質性を考慮した出発時刻・居

住位置選択モデルを構築した．そして，均衡状態を定

義する相補性問題の特性を利用することで，モデルの

基本特性，混雑料金の導入効果を系統的に明らかにし

without tolling
with tolling

図–8 v∗4

た．その結果，通勤者の出発時刻・居住位置は，通勤

者の属性に応じて sortされることが示された．さらに，
動的な混雑料金の導入が，都市のスプロール化をもた

らすことを明らかにした．この結果は，均質な通勤者

を考慮した Arnott 5)とは大きく異なるものとなってい

る．この事実は，異質な通勤者間の相互作用が，混雑

料金の導入効果を変化させることを示している．した

がって，交通政策の影響を検証する場合は，通勤者の

異質性を明示的に考慮することが非常に重要であるこ

が示唆される．

本稿では，モデルの特性を明快に示すために，ボト

ルネックが 1か所しか存在しない，単純な空間構造の
都市を考えた．それゆえ，今後は複数のボトルネックが

存在する都市内空間 8 を考慮したモデルの特性を調べ，

本研究で得られた結果の頑健性を検証する必要がある

であろう．さらに，最適な混雑料金だけでなく， step
toll6), 19), 20), 21)などの次善の料金政策や，フレックスタ

イム24)・時差出勤制度28)などの交通需要マネジメント

施策の効果を調べることも，今後の重要な研究課題で

ある．

付録 I 補題 1の証明

都心，郊外部に居住する通勤者の間接効用関数

vd
i (x,N∗(x)), vs

i (x,N
∗(x))が (13)で与えられることから，

明らかに xa, xb(> xa) ∈ supp N∗ に対して，N∗(xc) = 0
となる xc ∈ (xa, xb) は存在しない．したがって，条件
(22)が得られる．

さらに，これらの間接効用関数を位置 xで微分すると，

dvd
i (x,N∗(x))

dx
=

−αiτ − 1
N∗(x)

dN∗(x)
dx if κN∗(x) ≥ rA,

−αiτ if κN∗(x) ≤ rA,

(I.1a)

8複数のボトルネックが存在するボトルネックモデルの特性は，既
にKuwahara 18), Akamatsu et al. 2)により明らかにされている．
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dvs
i (x,N

∗(x))

dx
=

−αiτ − 1
N∗(x)

dN∗(x)
dx if κN∗(x) ≥ rA,

−αiτ if κN∗(x) ≤ rA.

(I.1b)

したがって，長期均衡状態における N∗(x) は次の条件
を満たす: 

dN∗(x)
dx < 0

κN∗(x) ≥ rA
∀x ∈ supp N∗. (I.2)

さらに，長期均衡条件 (14a), (14c)より，N∗(XF)が以下
で与えられる:

κN∗(XF) = rA. (I.3)

以上の関係から，条件 (23)が得られる．
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